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 名古屋駅地区再開発計画の見直しに向けた検討状況

 資本効率向上に向けた取り組み状況

 2026年度業績および配当予想・株主還元の拡充
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名古屋駅地区再開発計画の見直しに向けた検討状況について

2

名古屋駅地区再開発計画の再検証・見直しについては、
2026年度中に方向性を示す予定

名古屋駅地区再開発計画の再検証
および見直し着手 現在の検討状況

2025年12月に再開発計画の再検証および
見直しを公表

方向性の検討においては、以下を考慮

・公共交通の利便性向上と、魅力ある
「まちづくり」「地域づくり」に
取り組む姿勢は変えることなく推進

・事業の実現性や財務健全性を踏まえて、
難易度やリスクを下げ、投資規模を縮小
することを前提に検討を進める
引き続き、新たな外部パートナーの
導入も並行して検討する
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・引き続き、ファンド・リートの活用や
外部売却等による保有資産の流動化を推進
(2024年度～2030年度に1,300億円)

・不動産売却については、遊休・低活用資産
だけでなく、賃貸・事業用不動産も含め
幅広く検討

資本効率向上に向けた取り組み状況について

来る名駅再開発に向けて、資本効率向上と財務体質強化を加速

不動産

事業ポート
フォリオ
マネジメント

政策保有株式

現在の方針・取り組み

・ファンド・リートの活用や外部
売却等による保有資産の流動化

（2024年度～2025年度に250億円を流動化済）

・遊休・低活用資産の売却

・7セグメントで各事業の
位置づけを明確化

・事業戦略の再構築・実行の
PDCAサイクルを強化

・運送（フォワーダー）事業
からの撤退を決定
（2026年5月11日公表）

・2024年度～2030年度に
500億円を売却

（2024年度～2025年度に99億円を売却済）

今後の方針・取り組み

・「航空・情報・技術サービス事業」を新設し、
さらなる収益成長を図る事業と位置付ける
など、開示セグメントを7セグメントから
5セグメントに再編

・事業ポートフォリオマネジメントの徹底に
より、資産効率性の低い事業・低採算事業の
早期の再建・再編を見極め

・2024年度～2030年度に600億円（※）を売却
－直近の株価を反映して売却金額を見直し、
計画的に売却を進める
※2026年3月31日時点時価ベース
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【参考】事業ポートフォリオ上の各事業の位置づけ（セグメント再編後）

・収益基盤である交通事業、成長の基軸となる不動産事業に加え、

航空・情報・技術サービス事業は、成長領域と位置づけ、投資による

さらなる収益成長を図る

・資産効率性の低い事業・低採算事業の早期の再建・再編の見極めを実施

投資による成長と
収益源としての貢献

航空
情報･技術
サービス

多角的な収益源
としての貢献

事業運営の効率化等によって
収益改善を図る事業

運送
事業

事業成長に
向けた投資

地域の賑わい
創出・人流増

沿線・地域の活性化に
貢献しつつ、回転型
事業強化などにより
成長の基軸となる事業

不動産
事業

安定したキャッシュ
フローを創出する
収益基盤事業

交通
事業

レジャー

流通･
生活サービス

交通事業の周辺領域として、
また防災・医療・環境等の
成長領域に投資することで

収益成長を狙う事業

地域のにぎわいや人流の創出に
よるシナジーを生み出しつつ、

収益力の向上を図る事業

航空・情報・
技術サービス事業

新セグメント

レジャー・
生活サービス事業

新セグメント



Copyright © Nagoya Railroad Co.,Ltd. 55

2026年度の業績および配当予想について

420億円

8.4%

6.3倍

2024年度実績

営業利益

ROE

純有利子負債(※)

/EBITDA倍率

重視する
経営指標

2025年度実績

361億円

4.8%

7.6倍

450億円

8.0%

6.7倍

2026年度予想

500億円

8%程度

6倍台

2026年度目標

※純有利子負債＝有利子負債－現預金・短期有価証券

1株当たり
年間配当金

38.5円 40.0円 60.0円

2026年度の配当は、業績予想（当期純利益390億円、ROE：8.0%）における
連結配当性向30%の水準である1株当たり年間配当金60.0円を予想

2026年度については、営業利益は目標未達となるものの、
資本効率向上に向けた計画的な保有資産の流動化と

財務体質強化に向けた設備投資のコントロールにより、
ROEおよび純有利子負債/EBITDA倍率は目標の達成を見込む
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株主還元の拡充について

資本効率を重視した経営のもと、利益成長を実現するとともに、下限配当の導入により株主還元の
安定性を確保することで、成長投資と株主還元を両立し、中長期的な企業価値の最大化を図る

株主還元
方針

・連結配当性向30%以上を維持し、そのうえで、株主還元の安定性を
確保するため、1株当たり年間配当金60円の下限配当を設定

（2026年度から適用)

配当

業績と経営環境に鑑みて安定配当を維持
（連結配当性向 20～26%）

連結配当性向30%以上

下限配当

12.5 20.0 27.5
38.5 40.0

60.0

2021 2022 2023 2024 2025 2026

・必要に応じて、機動的に自己株式取得を実施自己株式取得

・個人株主の皆さまの長期保有を促進する上で、株主優待も強化
－長期保有株主を対象に株主優待乗車証を追加

株主優待

（円）

（年度）
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本資料の情報のうち、過去の事実以外のものは将来の見通しであり、リスクや不確実性を含んだ
ものです。実際には、様々な要因により異なる結果となる場合があることをご承知おきください。


